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2007年能登半島地震による地盤災害と旧地形

Ground damage caused by the Noto Hanto Earthquake in 2007 (Mj=6.9),and its relation
to the original landform
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1.はじめに
　 2007年 3月 25日午前 9時 42分頃に、能登半島北西海岸の深さ約 11kmを震源とするMj6.9（Mw6.7）の能登半島

地震が発生した。震度６強に見舞われた石川県輪島市や七尾市を中心に深刻な災害が誘発された。特に、能登有料道路
では 53箇所で崩壊や亀裂が生じたと報告されている。2005年福岡県西方沖の地震 (Mj7.0)では、福塚ら（2005）によっ
て、地形や土地利用の変遷と地震被害に密接な関係があることが指摘された。本報告では、人工改変地を対象として地
震に伴う地盤災害の発生状況と災害発生箇所周辺の旧地形の関連性について議論する。

2.地盤災害の発生状況と旧地形
2.1旧河道周辺（石川県輪島市門前町）
　余震域に含まれる輪島市門前町走出地区では震度６強が観測された。この地区の西方約２ kmの門前町道下地区お

よび鹿磯地区周辺を流れる二級河川八ヶ川は、昭和 30年代以降に順次河川改修が行われてきた。旧版地形図や新旧の空
中写真を比較することによって、河川改修前後の地形や土地利用の変遷を明らかにすることができる。付図に、河川改
修前後の地形図を２種類（A：昭和 28年発行 5万分の 1地形図幅「剱地」、B：平成 14年 4月刊行数値地図 25000「門
前」）、と空中写真（C：昭和 50年度国土地理院撮影 (CCB-75-18 C19A-3)）を示す。
　八ヶ川旧河道右岸の門前町鹿磯地区の木材加工工場では、旧河道沿いに施工された擁壁が転倒し、アスファルト舗

装路盤に亀裂が生じている（写真�）。亀裂が生じた路盤の基礎地盤は砂丘堆積物から構成されており、昭和 28年発行
の旧地形図では砂丘の分布が明瞭に確認される。ここでは工場の一部が倒壊するなど、深刻な建物被害が生じている。
　旧河道と現河道が交差する箇所では、低水路護岸が沈下している（写真�）。この交差部では上流側よりも下流側の

交差部に顕著な変状が確認される。下流側において変状が顕著であることから、現河道から旧河道にかけて伏流水の流
下があると推定され、変状の原因として細粒分の流出に伴う間隙率の増加が挙げられる。
　一方、旧河道左岸の微高地には集落がある。この微高地は自然堤防であったと推定されるが、現況では旧河道との

境界は不明瞭である。微高地縁辺部では、内側に比べて家屋の損壊が目立っている（写真�）。
2.2埋立地周辺（石川県七尾市七尾港）
　明治 32年に外国との貿易港に指定された七尾港は、昭和 30年代後半から岸壁改造や航路浚渫が本格的に行われ、現

在に至っている。一般に、海岸部での埋め立てや造成工事は段階的に行われるため、被災状況を検討するためには、埋
め立て箇所の地形や土地利用の変遷を明らかにすることが重要である。付図に、埋め立て前後の２種類の地形図（D：昭
和 28年発行 5万分の 1地形図幅「七尾」、E：平成 14年 4月刊行数値地図 25000「七尾」）を示す。
　七尾港周辺において、主な変状が生じた箇所を平成 14年刊行の地形図に示した。変状の多くは液状化に伴う噴砂と

段差および亀裂である。また、被災箇所の多くは、昭和 50年以降の比較的新しい埋立地に集中している。護岸にはそれ
に平行な階段状の亀裂が形成され、その亀裂に沿って液状化に伴う噴砂列が観察される。写真��に示すように、噴砂列
や段差が広範囲に分布しているものの、いずれの箇所においてもエプロン部の損傷は少なく、変状は主として施工境界
に沿って出現している。特に、写真�に示すなぎの浦地区では路盤が波打っており、能登半島地震以前から地盤沈下が
生じていたことがわかる。これに対して、戦前の埋立地や耐震補強された岸壁では、被害がほとんど生じていない。こ
れらのことから、埋立地における地盤災害は、埋め立て時期の新旧や埋め立て材料の種類および耐震を配慮した設計と
の関連性が指摘される。

3.おわりに
ここでは、地盤災害の発生箇所と被災状況を検討する際に、新旧地形情報の利活用が有効であることを示してきた。特

に人工改変地においては、それと隣接する地区にも，旧地形や地盤材料の種類および耐震施工が、被害の程度に深く関
与していた。今後、各種の構造物の維持管理を進めるにあたっては、地形改変やそれに伴う土地利用の変遷を考慮する
ことが重要である。この地震で得られた貴重な情報は、これからの地震被害想定に積極的に活用されることが望まれる。
災害復旧や都市および道路等の策定においては、旧地形と地盤の性質を関連付けて検討する必要がある。被災された関
係者の皆様方には心よりお見舞いを申し上げるとともに、一日も早いご復興をお祈り致します。




